
株式会社　三栄収納サービス （単位：　円）

　　　　　資　 産　 の　 部

【流　動　資　産】

1,377,375,661

51,774,094

22,424,379

9,605,921

1,461,180,055

【固　定　資　産】

　　　【有形固定資産】

1,033,449

10,944,789

11,978,238

　　　【無形固定資産】

117,962,052

1

117,962,053

　　　【投資その他の資産】

13,073,705

1,255,800

12,695,161

27,024,666

156,964,957

1,618,145,012資　産　の　部　合　計

　　　有 形 固 定 資 産 合 計

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

　　　無 形 固 定 資 産 合 計

長 期 前 払 費 用

敷 金

貸　　借　　対　　照　　表

　　　2025年　3月12日　現在

預 貯 金

売 掛 金

未 収 金

前 払 費 用

流　　動　　資　　産　　合　　計

建 物 附 属 設 備

工 具 器 具 備 品

繰 延 税 金 資 産

　　　投資その他の資産合計

固    定　　資　　産　　合　　計



　　　　　負　 債　 の　 部

【流　動　負　債】

13,854,810

420,655,470

7,898,593

868,700

8,720,800

466,650

5,877,500

41,750,845

500,093,368

【固　定　負　債】

32,624,400

1,241,318

33,865,718

533,959,086

　　　　純　資　産　の　部

【株　主　資　本】

10,000,000

449,733,404

449,733,404

2,500,000

621,952,522
（ 17,005,778 ）

621,952,522

624,452,522

1,084,185,926

純 資 産 の 部 合 計 1,084,185,926

1,618,145,012

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

 株 　主　 資　 本　 合　 計

負 債 及 び 純 資 産 合 計

繰 越 利 益 剰 余 金
（ う ち 当 期 純 利 益 ）

固    定　　負　　債　　合　　計

負　債　の　部　合　計

資 本 金

資 本 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

買 掛 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

役員退職慰労引当金

未 払 消 費 税 等

賞 与 引 当 金

前 受 収 益

退 職 給 付 引 当 金

預 り 金

流　　動　　負　　債　　合　　計



Ⅰ．重要な会計方針

（１） 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 ・・・・・・・・・・・・

 無形固定資産 ・・・・・・・・・・・・法人税法の規定に基づく定額法

（２） 引当金の計上基準

賞与引当金 ・・・・・・・・・・・・

　　　　　　　　　　　

 退職給付引当金 ・・・・・・・・・・・・

                          

役員退職慰労引当金 ・・・・・・・・・・・・

（３） 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

（４） 外貨建資産・負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。

Ⅱ．税効果会計に関する注記

（１） 繰延税金資産（マイナスは繰延税金負債）の発生原因

未収還付事業税 -116,234 円

賞与引当金 2,148,238 円

退職給付引当金 10,271,894 円

役員退職慰労引当金 391,263 円

（２） 法人税等の税率の変更による繰延税金資産の金額の修正

　税法の改正に伴い、翌々会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産に

ついては、法定実効税率を30.62%から31.52%に変更して計算しております。

　この変更により、当会計年度の繰延税金資産（繰延税金負債を控除した金額）は293,474円増加し、

法人税等調整額が293,474円減少しております。

Ⅲ．1株当たり情報に関する注記

（１） 1株当たりの純資産額 56,353円 55銭

（２） 1株当たりの当期純利益 883円 92銭

平成28年4月1日以後に取得した建物附属設備について
は法人税法の規定に基づく定額法、その他の有形固定資
産については法人税法の規定に基づく定率法

従業員の賞与支給にあてるため、翌期に支給することが見
込まれる賞与額のうち、当期帰属分を引当て計上しており
ます。

役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末
要支給額を引当て計上しております。

従業員の退職金の支給に備えるため、自己都合退職によ
る期末要支給額を引当て計上しております。


